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１．はじめに

〇 現在、「震源を特定せず策定する地震動」については、原子力規制委
員会において、基準改正の検討が進められている。

〇 これを踏まえ、当社は、2016年熊本地震で得られた知見や地震観測記
録等に基づく検討を実施中である。

〇 以下、その検討状況について、ご説明させていただく。
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２．基準地震動の策定の流れ

〇 基準地震動は「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」と「震源を特定せず策
定する地震動」を基に策定。
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〔現行の基準地震動の策定の流れ〕

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動
＜震源の場所・規模を特定し計算して策定＞

震源を特定せず策定する地震動
＜過去に起きた地震の観測記録を基に策定＞

検討用地震の選定

応答スペクトルに
基づく評価

断層モデルを用いた
手法による評価

基準地震動の策定

地域性を考慮
（Mw6.5以上）

全国共通に考慮
（Mw6.5未満）

敷地周辺の活断層調査

震源パラメータ・モデルの設定 ２地震 １４地震

観測記録の収集 観測記録の収集

はぎとり
解析



２．基準地震動の策定の流れ 4

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動
（Mw6.5未満）

地域性を考慮する地震動
（Mw6.5以上）

2004年北海道留萌支庁南部
2008年岩手・宮城内陸
2000年鳥取県西部

〇 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、活断層調査結果に基づき、震
源パラメータ・モデルを設定し、計算により策定。

〇 「震源を特定せず策定する地震動」は、審査ガイドに示された16地震について検
討を実施し、観測記録に基づき策定。

〇 16地震のうちMw6.5以上の2地震については、川内周辺の地質や地震の起こり方な
どから考慮の必要なし。

〇 16地震のうちMw6.5未満の14地震については、敷地への影響等を踏まえ、2004年北
海道留萌支庁南部地震の観測記録に基づき、基準地震動Ss-2を策定。

短い ＜ 活断層長さ ＜長い

原子力規制委員会 発電用軽水型原子炉施設の地震・津波
に関わる規制基準に関する検討チーム 第10回会合資料
震基10-3（2013年3月22日） に基づき作成



敷地ごとに震源を特定して策定する地震動
＜震源の場所・規模を特定し計算して策定＞

震源を特定せず策定する地震動
＜過去に起きた地震の観測記録を基に策定＞

検討用地震の選定

応答スペクトルに
基づく評価

断層モデルを用いた
手法による評価

基準地震動の策定

地域性を考慮
（Mw6.5程度以上）

全国共通に考慮
（Mw6.5程度未満）

敷地周辺の活断層調査

震源パラメータ・モデルの設定 ２地震
留萌支庁

南部
標準応答
ｽﾍﾟｸﾄﾙ

観測記録の収集 観測記録の収集

サイト
増幅特性

はぎとり
解析

２．基準地震動の策定の流れ

〇 基準改正案では、「震源を特定せず策定する地震動」のうち「全国共通に考慮すべ
き地震動（Mw6.5程度未満）」について、従来の2004年北海道留萌支庁南部地震に
加え、「標準応答スペクトル」に基づく地震動の評価を新たに導入。

〇 原子力規制委員会にて、現在、基準改正の検討中。
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〔基準改正案を踏まえた基準地震動の策定の流れ〕
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３．基準改正案の概要 6

①震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム

〇 原子力規制委員会は、「震源を特定せず策定する地震動」（Mw6.5未満の地震）に
ついて、精度の高い地盤情報が得られていない過去の内陸地殻内地震を含め、全
国共通に適用できる地震動を策定することを目的に、2017年11月29日に「震源を特
定せず策定する地震動に関する検討チーム」（以下、「検討チーム」）の設置を
決定。

〇 検討チームは、担当の原子力規制委員会、外部専門家、原子力規制庁で構成され、
2018年１月25日の初回会合以降、計11回の会合が行われ、2019年8月7日に報告書が
取り纏められた。

〇 検討チームは、過去（2000年以降の18年間）の内陸地殻内地震の地震動観測記
録の収集・分析を行い、これらの地震動記録について統計的な手法を用いた処理
を行い、震源近傍での地震基盤相当面における標準応答スペクトルを策定。

地震基盤相当面：地下深くの硬い岩盤のことで、標準応答スペクトルの策定
のもととなった観測記録が確認されている地盤



解放基盤表面

（基準地震動策定位置）

地震基盤相当面

(標準応答スペクトル定義位置)

原子力発電所

３．基準改正案の概要 7

〔地震動観測記録の収集条件〕

〔地震基盤相当面の位置〕

89地震
〔水平動614波・上下動304波〕

はぎとり解析、震源距離補正、地
盤補正、統計処理

〔標準応答スペクトル〕

②標準応答スペクトル

原子力規制委員会 震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム：全国共通に考慮すべき「震源を特定せず策定する地震動」に関する検討
報告書及び参考資料（2019年8月7日） に基づき作成



３．基準改正案の概要 8

89地震
〔水平動614波・上下動304波〕

検討対象地震の震央分布

検討対象地震（89地震のうち24地震の抜粋）

〇 標準応答スペクトルには、2016年熊本地震の前震・余震の計11地震が反映。

原子力規制委員会 震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム：全国共通に考慮すべき「震源を特定せず策定する地震動」に関する検討
報告書及び参考資料（2019年8月7日） に基づき作成



（小林ほか(2017)に加筆）

302ガル

254ガル

212ガル

推定された地震基盤波及びその応答スペクトル熊本地震前震とKiK-net益城
（小林ほか(2017)に加筆）

KiK-net
益城

熊本地震
前震

４．熊本地震を踏まえた検討 9

①2016年熊本地震（前震）における震源近傍の観測記録の分析

〇 2016年4月14日熊本地震（前震）におけるKiK-net益城観測点（地表）では、1000ガ
ルを超える地震動が観測。

〇 小林ほか(2017)によると、この地表における大加速度振幅は、深度250m付近より浅
い地盤における顕著なサイト特性の影響等によるもの。

〇 小林ほか(2017)では、2016年4月14日熊本地震（前震）におけるKiK-net益城観測点
の基盤波を推定。

〇 地震基盤面（S波速度2700m/s）における地震動レベルとして、最大加速度でNS成
分：302ガル、EW成分：254ガル、UD成分：212ガルが推定。

小林源裕・儘田豊・呉長江（2017）：2016年熊本地震最大前震(Mj6.5)のKik-net益城観測点における大加速度振幅の要因分析及び基盤地震動の推定、
日本地震工学会論文集、第17巻、第4号、pp.101-139.



４．熊本地震を踏まえた検討 10

②サイト増幅特性の評価

〇 友澤ほか(2019)では、2016年熊本地震を含む九州地方で発生した地震で得られた観
測記録（川内原子力発電所を含む）に基づき、九州地方の震源特性・伝播経路特
性・サイト増幅特性の推定を実施。

〇 友澤ほか(2019)で得られた川内原子力発電所のサイト増幅特性は非常に小さい。

検討に用いた地震の震央分布及び観測点位置
（友澤ほか(2019)）

川内 0.1

1

10

0.01 0.1 1 10

川内原子力発電所のサイト増幅特性
（友澤ほか(2019)を基に作成）
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地
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友澤裕介・加藤研一・中尾隆・本村一成・赤司二郎（2019）：九州地方の震源特性・伝播経路特性・サイト増幅特性の推定、
日本建築学会大会学術講演梗概集（北陸）、2019年9月
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５．標準応答スペクトルに基づく評価の概要 11

〇 「標準応答スペクトル」に基づく地震動の評価にあたっては、まず、地震基盤
相当面において、「標準応答スペクトル」に適合する地震波形を作成。

〇 その地震波形に、川内原子力発電所における地震基盤相当面から解放基盤表面
までのサイト増幅特性を反映し、解放基盤表面における地震波形を作成。

〇 サイト増幅特性の反映にあたっては、2016年熊本地震等を含む、建設時以降に
川内原子力発電所で得られた地震観測記録等に基づき評価。

〔地震動の評価イメージ〕 〔地震波形のイメージ〕

解放基盤表面における時刻歴波形

地震基盤相当面における時刻歴波形

サ
イ
ト

増
幅
特
性



６．おわりに 12

新たな「震源を特定せず策定する地震動」の策定については、原子
力規制委員会等における議論を踏まえ、当社は、これまで標準応答ス
ペクトルに基づく、川内原子力発電所の地震動の検討を進めておりま
す。

現在、原子力規制委員会にて「震源を特定せず策定する地震動」の
策定に関する基準改正案が取りまとめられつつあります。

改正基準が決定され施行された後、当社は速やかに、本検討結果を
反映した新たな基準地震動について、国へ原子炉設置変更許可申請を
行います。

また、新たな基準地震動及び申請内容については、次回の本委員会
においてご報告させていただきます。

当社は、今後とも、安全確保を最優先に、原子力発電所の安全性・
信頼性向上に努めてまいります。



〔参考〕 審査ガイドにおける16地震 13

原子力規制委員会 基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド より抜粋



〔参考〕 改正基準の原子力規制委員会における審議の経緯

〇2019年8月28日
・ 検討チームにて策定した標準応答スペクトルが了承。

〇2019年9月11日
・ 従来の留萌支庁南部地震による評価に加え、今回の地震動の評価を併せて要求。
・ 経過措置期間の設定については事業者意見を聴取。

（同年10月18日、12月24日経過措置に係る意見聴取会）

〇2020年3月4日
・ 事業者意見を踏まえた経過措置期間を設定。
・ 試験研究炉を本改正の適用対象外とするかについて継続審議（3回審議）。

〇2021年1月20日
・ 改正基準案が了承され、意見募集（2/19まで意見募集）。
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